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先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

2016/6/30

NYダウ（米国） 17,929.99 17,787.20 0.80% 17,685.09 1.38% 17,425.03 2.90%
日経平均株価（日本） 15,575.92 17,234.98 ▲9.63% 16,758.67 ▲7.06% 19,033.71 ▲18.17%

DAX指数（ドイツ） 9,680.09 10,262.74 ▲5.68% 9,965.51 ▲2.86% 10,743.01 ▲9.89%
FTSE指数（英国） 6,504.33 6,230.79 4.39% 6,174.90 5.33% 6,242.32 4.20%

上海総合指数（中国） 2,929.61 2,916.62 0.45% 3,003.92 ▲2.47% 3,539.18 ▲17.22%
香港ハンセン指数（中国） 20,794.37 20,815.09 ▲0.10% 20,776.70 0.09% 21,914.40 ▲5.11%

ASX指数（豪州） 5,233.38 5,252.22 ▲0.36% 4,880.93 7.22% 5,166.52 1.29%
MICEX指数（ロシア） 1,891.09 1,899.01 ▲0.42% 1,871.15 1.07% 1,761.36 7.37%

SET指数（タイ） 1,444.99 1,424.28 1.45% 1,407.70 2.65% 1,288.02 12.19%
＜リート＞ 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

S&Pグローバルリート指数 188.72 182.87 3.20% 183.87 2.64% 173.24 8.94%
＜債券＞（利回り）（％） 先月末の終値 先々月末終値 先々月末差（％） 3カ月前終値 3カ月前差（％） 6カ月前終値 6カ月前差（％）

米国10年国債 1.470 1.846 ▲0.376% 1.769 ▲0.299% 2.269 ▲0.800%
日本10年国債 ▲0.230 ▲0.120 ▲0.110% ▲0.050 ▲0.180% 0.270 ▲0.500%
ドイツ10年国債 ▲0.130 0.139 ▲0.269% 0.153 ▲0.283% 0.629 ▲0.759%
英国10年国債 0.867 1.429 ▲0.562% 1.415 ▲0.548% 1.960 ▲1.093%

＜為替＞（NY時間引け値） 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

ドル円（円/米ドル） 103.20 110.73 ▲6.80% 112.57 ▲8.32% 120.22 ▲14.16%
ユーロ円（円/ユーロ） 114.61 123.25 ▲7.01% 128.11 ▲10.54% 130.64 ▲12.27%

ユーロドル（米ドル/ユーロ） 1.111 1.113 ▲0.23% 1.138 ▲2.41% 1.086 2.25%
豪ドル円（円/豪ドル） 76.90 80.09 ▲3.99% 86.20 ▲10.79% 87.60 ▲12.21%

＜商品＞ 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

商品（CRB指数） 192.57 186.15 3.45% 170.52 12.93% 176.14 9.33%
原油先物価格（WTI、米ドルベース） 48.33 49.10 ▲1.57% 38.34 26.06% 37.04 30.48%

＜株式＞

6月の市場動向

2016/5/31 2015/12/312016/3/31

  
  

１．概観 
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トピックス     （1）英国民投票の結果、欧州連合（EU）からの離脱支持が過半数を占め、市場に動揺が広がりました。 

         （2）外貨建て資産の為替ヘッジは、標準偏差、相関係数、金利差見通し、これらを総合的に考える必要があります。 

株式          米国の株式市場は、英国のEU離脱決定を受けて急落しましたが、各国の中央銀行が景気下支えに動くとの見方から月末にかけて買い戻されました。 

                欧州の株式市場は、英国のEU離脱決定を受けて多くの市場が前月比下落しました。月末にかけては、米国同様買い戻しの動きが強まりました。 

                日本の株式市場も、英国のEU離脱決定を受け、円高が加速したことから、大幅に下落しました。月末にかけては戻り歩調となりましたが、欧米株式市場   

        と比較すると、円高の影響が大きく、月間では9％を超える下落となりました。 

債券          英国のEU離脱決定で、安全資産の国債に投資マネーが流れ込み、日米欧の長期金利は一段と低下しました。 

為替          為替相場は、英国のEU離脱決定を受けて、安全通貨とされる円が全面高となり、対ドル、対ユーロで急伸しました。    

商品          原油価格は、英国のEU離脱決定に伴い、投資家心理がリスク回避に傾いたことで、やや下落しました。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に 

           三井住友アセットマネジメント作成 
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２．トピックス （1）英国民投票の結果、欧州連合（EU）からの離脱支持が過半数を占め、市場に動揺が広がりました。 

＜現状＞ 6月23日に行われた英国の国民投票では、欧州連合（EU）からの離脱支持が51.9％という結果になり、英国のEU離脱が決まりました。欧州

の政治・経済の先行きに不透明感が強まったことで、6月24日の金融市場では世界的に株価の急落などリスクオフ（回避）の流れが加速しまし

た。EUの大国である英国が抜けることで、欧州の結束が揺るぎ、他国の反EU勢力を勢いづけて、離脱の連鎖が広がるという懸念もみられます。英

国では今回の投票結果を受け、残留を訴えてきたキャメロン首相は辞任を表明し、離脱派を中心とする新政権が発足する見通しです。 

 

＜見通し＞ 欧州における経済統合は、約60年にわたって「深化」と「拡大」が進められてきました。今回EUは、英国の離脱という大きな試練に直面しましたが、

これが欧州分裂の序章とみるのは行き過ぎと思われます。欧州の政治・経済を安定させ、世界の金融市場を落ち着かせるためには、英国、EUとも

まずは離脱に向けて速やかに交渉を開始することが求められます。また英国の新首相には英連合王国をまとめる求心力と国内景気への十分な配

慮が期待され、EUも改めて域内の結束を固める必要があります。つまり英国とEUの積極行動が今回の危機を乗り切るポイントと思われます。 

主要通貨の対円変化率 

(出所)各種資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 (注) データ期間は2016年6月23日から27日。調査対象は円を含み32通貨だが、
31通貨が円に対して下落という結果になった。 

(出所) Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

EU離脱後の英国の貿易協定オプション 

通貨 下落率（％） 通貨 下落率（％）

1 米ﾄﾞﾙ -3.92 英ﾎﾟﾝﾄﾞ -14.58

2 香港ﾄﾞﾙ -3.96 南ｱﾌﾘｶ ﾗﾝﾄﾞ -10.30

3 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾙﾋﾟｱ -4.51 ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ ﾍﾟｿ -9.53

4 中国元 -4.88 ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ ｽﾞﾛﾁ -9.03

5 ｲﾝﾄﾞ ﾙﾋﾟｰ -4.90 ｺﾛﾝﾋﾞｱ ﾍﾟｿ -8.96

6 台湾 ﾄﾞﾙ -4.91 ﾉﾙｳｪｰ ｸﾛｰﾈ -8.72

7 ﾍﾟﾙｰ ｿﾙ -5.03 ﾒｷｼｺ ﾍﾟｿ -8.70

8 ﾁﾘ ﾍﾟｿ -5.40 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ ｸﾛｰﾅ -8.35

9 ﾌﾞﾗｼﾞﾙ ﾚｱﾙ -5.50 ﾊﾝｶﾞﾘｰ ﾌｫﾘﾝﾄ -8.27

10 ｲｽﾗｴﾙ ｼｪｹﾙ -5.69 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ﾄﾞﾙ -7.53

順位
対円下落率の小さい上位10通貨 対円下落率の大きい上位10通貨

オプション ポイント 

ノルウェー型の 

欧州経済地域（EEA） 

単一市場にアクセスできるが、人の移動の自由

はEUルールに従う必要あり 

スイス型の 

自由貿易協定（FTA） 

単一市場にアクセスできるが、EU内で自由な

金融サービスが提供できない 

貿易協定なし 

世界貿易機関（WTO）ルール 

単一市場にアクセスできず、非関税障壁が残

る 
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２．トピックス （2）外貨建て資産の為替ヘッジは、標準偏差、相関係数、金利差見通し、これらを総合的に考える必要があります。 

＜注目点＞ 外貨建て資産への投資にあたっては、為替ヘッジをするかしないかという判断が必要になります。そこで米国債指数とドル円の為替レートについて、

変動の「大きさ（標準偏差）」と「関連性（相関係数）」に注目してみます。下図の通り、ドル円の標準偏差は米国債指数の倍以上の大きさに

なっており、また相関係数をみても両者の変動に強い逆相関はみられません。そのため米国債のような一般にボラティリティの小さい外貨建て資産に

投資する場合は、為替ヘッジが効果的と考えられます。 

 

＜ポイント＞ ただ過去のデータによる試算が必ずしも将来の投資にあてはまるとは限りません。また為替ヘッジなしでも、ドル高・円安が大幅に進めば、ドル建て資

産の円換算リターンは上昇しやすくなります。そして常に為替ヘッジが効果的かというと、それもまた必ずしもそうとは言えません。為替ヘッジをしていて

も、日米金利差が大幅に拡大するような場面では、ドル建て資産の円換算リターンは低下しやすくなります。そのため為替ヘッジに関しては、標準

偏差、相関係数、金利差見通し、これらを総合的に考えて判断する必要があります。 

米国債指数とドル円レートの過去データ 

(注) データ期間は1978年1月から2016年5月。月次データの変化率は対数値。米国債指数は
BofAメリルリンチU.S. Treasury Masterトータルリターン指数。 

(出所)Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

為替ヘッジ有無によるリターンの計算式 

(注)𝑅𝐽𝑃𝑌は米ドル建てリターンを円換算したリターン。 

𝑅𝑈𝑆𝐷は米ドル建てリターン。 
𝑅𝐹𝑋は米ドルの対円為替レートの変化率。 
𝑟𝑈𝑆𝐷はヘッジ期間における米ドル金利。𝑟𝐽𝑃𝑌はヘッジ期間における円金利。 

資産クラス 米国債指数 ドル円為替レート 

月次平均リターン 0.60％ -0.17％ 

月次標準偏差 1.58％ 3.33％ 

相関係数 -0.21 

為替ヘッジなしの場合 

𝑅𝐽𝑃𝑌 = 1 + 𝑅𝑈𝑆𝐷 × 1 + 𝑅𝐹𝑋 − 1 

為替ヘッジありの場合 

𝑅𝐽𝑃𝑌 = 𝑅𝑈𝑆𝐷 −  𝑟𝑈𝑆𝐷 − 𝑟𝐽𝑃𝑌  
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米国非農業部門雇用者数と失業率 
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(注)データは2013年1月～2016年5月。 
(出所)米国労働省のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

３．景気動向 

＜現状＞            

＜見通し＞            

米国は、雇用統計が下振れしたものの、個人消費や住宅関連指標には強さが見られるなど、総じて底堅く推移しています。 

欧州は、製造業の回復は遅れ気味ですが、内需やサービス業がけん引役となり、底堅く推移しています。 

日本は、雇用環境は引き続き堅調ですが、プラス成長/マイナス成長を繰り返し、全体としては足踏み状態です。 

中国は、固定資産投資の伸びが鈍化するなど、足元の景気指標はやや減速したものの、個人消費は堅調に推移しています。 

豪州は、金融緩和による低金利や通貨安に支えられて、住宅投資や観光需要が堅調で、労働市場の改善を背景に消費も底堅く推移しています。 

 

米国は、英国のEU離脱決定の影響は限定的です。消費者センチメントの安定が続いていることから、個人消費も年後半に向けて明るさを増しそうです。 

欧州は、英国のEU離脱決定の影響で減速が避けられませんが、難民流入(人口増加)や雇用の拡大から緩やかな景気拡大が持続する見通しです。 

日本は、円高が進行したことで、当面景気は足踏みが続くと見られますが、政府、日銀の政策対応により、次第に回復する見通しです。 

中国は、過剰設備等を削減しつつ安定成長を目指す方針です。政策対応を機動的に行い、景気の大きな振れは回避される見通しです。 

豪州は、金融緩和環境(低金利、銀行貸出増、通貨安等)が続くと見られ、個人消費や住宅投資の拡大が続き、緩やかな回復を続ける見通しです。 

日本の実質GDP成長率（前期比年率） 

（注）データは2014年10-12月期～2016年4-6月期。 
     2016年4-6月期は三井住友アセットマネジメントによる予想。 
（出所）内閣府などのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 
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４．企業業績と株式 

  米国の主要企業の2016年1-3月期の増益率は前年同期比▲5.0％（トムソン・ロイター調べ、7月1日集計時点）と、エネルギー業種の大幅

な減益（同▲105.7％）の影響を受けています。続く4-6月期は同▲4.0％、7-9月期は同＋2.0％、10-12月期は同＋9.5％、17年1-3月

期は同＋15.9％と、回復が見込まれています。一方、日本の16年度の経常利益は1桁台の増益が予想されています。 

 

   米国企業の前年比増益率がプラスに転じる時期は、原油安の影響の長期化などから2016年7-9月期と見込まれており、以後は堅調な推移が予

想されます。日本の2016年度の経常利益（除く金融）は、前年度比+4.5％（東証1部、3月期決算ベース、QUICKコンセンサス予想ベース、

6月30日時点）と見込まれています。世界的にリスク回避姿勢が和らぎつつあるものの、為替は英国民投票以前より円高水準にあり、日本株式

市場にとっては、円高の流れが落ち着くことが重要です。英国のEU離脱による世界経済への影響からくる企業業績の下方修正懸念が株価の上値

を抑える一方で、世界的な政策対応期待が下値を支える展開が見込まれます。 

＜現状＞            

＜見通し＞            

（注）データは2006年6月～2016年6月。EPSはI/B/E/Sによる予想ベース。 
（出所）FactSetのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

EPSと株価指数の推移（米国） EPSと株価指数の推移（日本） 

※EPSとは・・・［Earnings Per Share］＝1株当たり利益。当期利益を発行済株式数で割ったものです。 

5 
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豪州 英国 米国

日本 ユーロ圏

５．金融政策 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注1）日本は無担保コール翌日物誘導目標、米国はFederal Fund Rate、ユーロ圏はMain Refinancing Operation金利、英国はRepo Rate、豪州はOfficial Cash Rateを使用。 

    （日本は政策目標がマネタリーベース＊に変更されたため、参考値として表示。＊マネタリーベースとは、「日本銀行が供給する通貨」のことです。）米国と日本は誘導目標の上限を表示。 

（注2）データは2014年6月1日～2016年6月30日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

  6月に行われた米連邦公開市場委員会（FOMC）は、政策金利（FFレート）の誘導レンジを0.25％～0.50％で据え置くことを決定しました。 

    欧州中央銀行（ECB）は、6月2日の理事会で、政策金利、預金金利を、それぞれ0.00％、▲0.40％に据え置くことを決定しました。３月に決めた

包括的な金融緩和策の効果を見極める姿勢を示しました。 

    日本銀行は、3次元の金融緩和政策（①日本銀行当座預金の政策金利残高に▲0.1％のマイナス金利の適用、②マネタリーベースで年間80兆円

相当のペースで増加させる金融市場調整、③長期国債、不動産投資信託の買入れ等)を実行しています。 

     

    米国は、5月の雇用統計が下振れしたことや英国のEU離脱決定の影響から、利上げを再開する時期が先送りされる見通しです。 

    ユーロ圏では、ECBが引き続きインフレ率の水準の低さを警戒しています。英国のEU離脱決定の影響から景気に下押し圧力がかかるため、早期の追加

緩和の可能性があります。 

    日本では、物価水準の下振れが鮮明化していることや景気が停滞していること等から、引き続き追加緩和の可能性が高いと見られます。英国のEU離

脱決定後、円高圧力がかかっていることを踏まえると、7月の追加緩和の可能性もあります。 

各国の政策金利の推移 
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米国 ドイツ 日本

６．債券 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注）データは2014年6月1日～2016年6月30日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

（注1）データは2014年6月～2016年6月の月次データ。 

（注2）社債利回りはバークレイズ・グローバル社債インデックス（投資適格×80％＋ハイイールド
BB/B×20％）。先進国国債利回りはシティ世界国債インデックス。 

（出所）Bloomberg L.P.、Citigroup Index LLCのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

  日米欧の長期金利は、概ね過去最低水準に低下しました。英国のEU離脱決定で世界的に経済成長が抑制されるとの懸念から、安全資産の国債に

投資マネーが流れ込みました。米国10年国債利回りは、1.4％台と前月末比0.3％を超える低下幅となりました。ドイツ10年国債の利回りは

▲0.13％台に低下し、過去最低水準を更新しました。日本の10年国債利回りも▲0.23％と過去最低水準を更新しました。世界的な低金利環境

を反映して、社債に対する投資家の需要は継続していますが、国債の金利低下には追随できず社債スプレッドはやや拡大しました。 

   

  米国債は、英国のEU離脱決定により、米国の利上げペースは、より遅くなる可能性が高いことや日欧の低金利環境下で投資家の米国債に対する需

要がサポート要因となることから、米金利の上昇は限定的となり、利回りは横ばい圏で推移すると見込まれます。欧州では、物価がECBの目標を下回る

中、英国のEU離脱決定により景気減速が避けられず、金融緩和が強化される可能性が高いため、ドイツ国債の利回りは引き続き低位での推移が見

込まれます。日本は、足元の物価が弱含んでいることや円高が進行していることから、追加の金融緩和が行われることが予想され、日本国債の利回りは

低位での推移が見込まれます。米国など主要国の社債市場は、企業の底堅い業績や比較的慎重な財務運営などを背景に、社債スプレッドは引き続

き安定的に推移する見通しです。 

各国の10年国債利回りの推移 社債・先進国国債の利回り、社債スプレッドの推移 

7 



2016年7月4日 【2016年6月】 
（No.94） 

〈マーケットレポートNo.4,888〉 

この資料の巻末ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。 
当資料は作成時点のものであり、将来の成果および市場環境の変動等を示唆あるいは保証するものではありません。予告なく変更する場合があります。 

70

100

130

160

190

220

14/6 14/10 15/2 15/6 15/10 16/2 16/6

（円）

（年/月）

英ポンド ユーロ 米ドル 豪ドル

７．為替 

  ドル円相場は、月初の110円台後半から始まり、月末は103円台前半で引け、大幅な円高となりました。ドル円相場は、5月の雇用統計の下振れ

を受けた米連邦準備制度理事会（FRB）の早期利上げ観測の後退や米国長期金利低下により、月初から上昇しました。さらに、英国のEU離脱

が決定したことで、安全通貨とされる円が買われる展開となり、全面高となりました。ドル円相場は、一時2年7か月ぶりに99円台まで上昇し、103円

台前半で引けました。円相場は、対ユーロでも急伸し、114円台後半で取引を終えました。 英国のEU離脱決定でポンドは対円で137円台に急落

しました。 

 

  ドル円相場は、米国の利上げ時期を巡る思惑や日銀の追加緩和期待を睨んだ展開となりそうです。英国のEU離脱決定後、日欧の中央銀行によ

る追加緩和観測などから金融市場は安定化しつつあり、一方向の円高に歯止めがかかりそうです。ただし、米国の利上げ観測が一段と後退している

ため、円安への転換は期待しにくく、当面揉み合いが見込まれます。ユーロドル相場は、レンジ内での値動きが見込まれます。ユーロ圏の金融緩和政

策はさらに強化される可能性があり、ユーロの売り材料となるものの、一方で、ユーロ圏の経常黒字を背景とした実需からのフローが引き続きユーロのサ

ポート要因となることから横ばい圏の推移が見込まれます。このため、ユーロ円相場は、一進一退の動きが見込まれます。 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注）データは2014年6月1日～2016年6月30日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

各通貨の対円レート 
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８．リート 

  6月のリート市場（S&Pグローバルリートインデックス（米ドルベース））は、月初から堅調に推移しましたが、英国のEU離脱決定により、一時調

整色を強めました。しかしながら、各国の中央銀行が景気下支えに動くとの見方が強まり、急速に切り返しました。日欧の金融緩和期待に加え、

イングランド銀行の金融緩和の示唆や米国の利上げの後ずれ観測が、リート市場には追い風となりました。もっとも、月次の変動率はS&Pグロー

バルリートインデックス（米ドルベース）で＋4.2％、日本円ベースで▲3.6％と、円高・米ドル安の影響が大きく出ました。 

  英国のEU離脱決定を受けて、FRBの利上げ観測が後退しており、米国の長期金利は上昇しにくい環境です。日欧の中央銀行は、追加の金融

緩和策を行う可能性が高いと見られます。このため、グローバルに金利が急上昇するリスクは限定的とみられます。世界的に不動産市場の底堅い

動きが見込まれることに加え、低金利によって資金調達コストが抑制されるなど、リート市場にとっての好環境も続いています。当面、各国のリート

市場は底堅い展開が予想されます。 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注1）日本円ベースは2005年1月1日の米ドルベースを基準に指数化。 

（注2）データは2014年6月1日～2016年6月30日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

代表的グローバルリート指数の推移 
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９．まとめ 

  米国企業の前年比増益率がプラスに転じる時期は、原油安の影響の長期化などから2016年7-9月期と見込まれており、以後は堅調な推移が予

想されます。日本の2016年度の経常利益（除く金融）は、前年度比+4.5％（東証1部、3月期決算ベース、QUICKコンセンサス予想ベース、

6月30日時点）と見込まれています。世界的にリスク回避姿勢が和らぎつつあるものの、為替は英国民投票以前より円高水準にあり、日本株式市

場にとっては、円高の流れが落ち着くことが重要です。英国のEU離脱による世界経済への影響からくる企業業績の下方修正懸念が株価の上値を

抑える一方で、世界的な政策対応期待が下値を支える展開が見込まれます。 

 

  米国債は、英国のEU離脱決定により、米国の利上げペースは、より遅くなる可能性が高いことや日欧の低金利環境下で投資家の米国債に対する

需要がサポート要因となることから、米金利の上昇は限定的となり、利回りは横ばい圏で推移すると見込まれます。欧州では、物価がECBの目標を

下回る中、英国のEU離脱決定により景気減速が避けられず、金融緩和が強化される可能性が高いため、ドイツ国債の利回りは引き続き低位での

推移が見込まれます。日本は、足元の物価が弱含んでいることや円高が進行していることから、追加の金融緩和が行われることが予想され、日本国

債の利回りは低位での推移が見込まれます。米国など主要国の社債市場は、企業の底堅い業績や比較的慎重な財務運営などを背景に、社債ス

プレッドは引き続き安定的に推移する見通しです。 

   

  ドル円相場は、米国の利上げ時期を巡る思惑や日銀の追加緩和期待を睨んだ展開となりそうです。英国のEU離脱決定後、日欧の中央銀行によ

る追加緩和観測などから金融市場は安定化しつつあり、一方向の円高に歯止めがかかりそうです。ただし、米国の利上げ観測が一段と後退している

ため、円安への転換は期待しにくく、当面揉み合いが見込まれます。ユーロドル相場は、レンジ内での値動きが見込まれます。ユーロ圏の金融緩和政

策はさらに強化される可能性があり、ユーロの売り材料となるものの、一方で、ユーロ圏の経常黒字を背景とした実需からのフローが引き続きユーロの

サポート要因となることから横ばい圏の推移が見込まれます。このため、ユーロ円相場は、一進一退の動きが見込まれます。 

 

  英国のEU離脱決定を受けて、FRBの利上げ観測が後退しており、米国の長期金利は上昇しにくい環境です。日欧の中央銀行は、追加の金融緩

和策を行う可能性が高いと見られます。このため、グローバルに金利が急上昇するリスクは限定的とみられます。世界的に不動産市場の底堅い動き

が見込まれることに加え、低金利によって資金調達コストが抑制されるなど、リート市場にとっての好環境も続いています。当面、各国のリート市場は

底堅い展開が予想されます。 

＜株式＞            

＜債券＞            

＜為替＞            

＜リート＞            
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＜重要な注意事項＞ 

【投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）】 
●投資信託に係るリスクについて 

投資信託の基準価額は、投資信託に組み入れられる有価証券の値動き等（外貨建資産には為替変動もあります。）の影響により上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むこと

があります。運用の結果として投資信託に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投資信託は預貯金とは異なり、投資元本が保証されているものではなく、一定の投資成果を保証

するものでもありません。 

  

●投資信託に係る費用について 

ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。 

◆直接ご負担いただく費用・・・申込手数料 上限3.78％（税込） 

              ・・・換金（解約）手数料 上限1.08%（税込） 

            ・・・信託財産留保額 上限3.50％ 

◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・信託報酬 上限 年 3.834％（税込） 

◆その他費用・・・監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引等に要する費用（それらにかかる消費税等相当額を含みます。）、および外国における資産の保管 

         等に要する費用等が信託財産から支払われます。また、投資信託によっては成功報酬が定められており当該成功報酬が信託財産から支払われます。投資信託 

         証券を組み入れる場合には、お客さまが間接的に支払う費用として、当該投資信託の資産から支払われる運用報酬、投資資産の取引費用等が発生します。こ 

         れらの費用等に関しましては、その時々の取引内容等により金額が決定し、運用の状況により変化するため、予めその上限額、計算方法等を具体的には記載 

         できません。 

※なお、お客さまにご負担いただく上記費用等の合計額、その上限額および計算方法等は、お客さまの保有期間に応じて異なる等の理由により予め具体的に記載することはでき 

 ません。 

上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三井住友アセットマネジメントが運用するすべての投資信託（基準日現在において

有価証券届出書を提出済みの未設定の投資信託を含みます。）における、それぞれの費用の最高の料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご

投資をされる際には、事前に投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面等を必ずご覧ください。  

 

●投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録金融機関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。 

●投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭日の取扱い等により、換金等ができないことがありますのでご注意ください。 

[2016年4月1日現在] 

三井住友アセットマネジメント株式会社  

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第399号 

加入協会：一般社団法人 投資信託協会、一般社団法人 日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会   
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果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び

将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■当資料にインデック
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